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ビジネス・エシックスの領域には幾つかの重要な論点(テーマ)があり、ビジネス・エシッ
クスが学聞として市民権を獲得する過程で論争がおこなわれてきた。 1970-80年代を中心に展
開されたいわゆる「モラルエージェンシー論争」と形容される論争もそのような論争のひとつ
であり、 P.French の「企業はモラルパーソンである」との問題提起を巡って論争が繰り広げ
られたことは良く知られている。
最近、 D. Ronnegard, Corporate Moral Agency and the Role ofthe Corporation in Society, 
The London School of Economics and Political Science, 2006 とし、う文献に接した。これは、
著者 Ronnegard が哲学博士の学位を請求した論文である。その冒頭に、「企業自体は道徳的
主体としての資格を持つものではない。 一・・それ故に、企業は、その構成員とは別個に、道徳
的に責任を負えなし、J (1) 、という記述がある。これが上記の fモラルエージェンシー論争」を
踏まえた文言であることは、この分野の研究者には、あきらかであろう。その問題に関しては
すでに結論がでているとの認識を持っていた筆者には、このような (Ronnegard の)見解は
「奇妙に思われる」が、他方で、「新鮮でj あり、好奇心をそそられた。
論点を再確認する意味もあり、手元の文献を紐解くと幾つかの興味深い指摘を見いだすこと
ができる。たとえば、 J. M. Lozano は、「企業はモラルパーソンであるとのテーマはかなりの
論争をもたらしたが、結論に到達していないJ (2) 、との 1990年のR. S. Pfeiffer の見解を引用
して、 2000年以前の理論状況をつぎのように整理している。「一方に、企業を道徳的主体 (moral
subject) としてみなす立場を明確に表明している研究者として P. French とK. Goodp aster 
がおり、逆に他方で、反対の立場を明確にしているのが J.Ladd と M. Velasques であり、
19 
20 宮坂純一
それらの両極の間に、 T. Donaldson, P. Werhane, R. DeGeorge 等がいて、それぞれが独自の
見解を持している」 ω、と。
また、 G. Moore に拠れば、ビジネス・エシックスの分野では基本的な問題であるにもかか
わらずなおざりにされ (overlook) そして結果的には未決着のまま(undecided) 放置されて
きた問題がある。それが「企業のモラル・ステイタス J (コーポレート・モラル・ェージェンシ
ー)問題である。何故にそのようなことになったのか。その理由は、 Moore の認識に従えば、
簡単であり、それは、この問題が「内在的に複雑であること J (4) 、に帰着する。ビジネス・エ
シックスが短期間に急速に注目を浴び、アカデミックとは言い難い論文や単行本が余りにも数
多く巷に溢れたために、このような状況がうまれてしまった、という理解である。とすれば、
Ronnegard のような考えが2006年になって公表されるのは、ある意味では、当然の流れであ
る、ということになろうか。
しかしながら、筆者は、繰り返すことになるが、 Ronnegard の見解に「疑問を感じている」。
と同時に、企業に、法的責任を超えた、道徳的責任を問うというコトは、具体的には、どのよ
うなことを意味しているのか、あるいは、逆に言えば、どのようなことをすれば、企業(組織)
は、組織として、道徳的責任を果たすことになるのか、との問題意識を抱えている現在の筆者
にとっては、これは避けて通ることのできない問題である、との思いを強くしている。
以下、 French に代表される「企業道徳的主体説」の概要およびその後の展開を改めて整理
し、そして Velasquez を見解を批判的に検討する、という作業を介して、「組織として道徳的
責任をとること」の意味を考えてみたい。
2 企業道徳的主体説の概要
2-1 Frenchの問題提起
20 
企業と人間の類似性に着目した発想は古くからある。そのなかのひとつとして、企業(に
代表される組織)主体は明白な意図を有した行為者であり、それが故に、それは道徳原則
やルールが適用される完全な対象としてみなされるべきである(したがって、企業は自分
がしていることあるいは失敗したことに対して道徳的に責任をとりえる)、と主張する立
場がある。それがコーポレート・モラル・エージェンー・セオリー(別名、モラル・パー
ソンとしての企業論)である。この最も純粋なタイプが、 1979年に、 P. French によって
主張された。企業は単なる「法人」ではなく、企業は「生身のj 人聞と同じように道徳的
主体である、という考え方、がそれである (5) 。
French の発想、は、簡潔に要約すると、次のような論法からなっている。もし企業が主
体であるならば、それは同時に道徳的主体でもある。なぜならば、主体であるモノはすべ
て道徳的主体であるからである。したがって、企業が果たして主体であるのかを証明する
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ことが課題となってくるが、その証明は難しいことではない。というのは、「主体z意図
をもって行動する存在J という方程式がすでにあるからである。そしてこの方程式を前提
とするならば、企業は意図をもって行動していると考えられるために、企業は道徳的主体
である、という結論が導きだされる (6) 。
ここに、 French 流の「コーポレート・モラル・エージェンシー・セオリー」が成立す
るか否かは、冒頭でもすでに触れているが、「企業に意図がある j ということを証明でき
るか否かにかかっていることがわかる。この点、 French の考えでは、企業の行動は企業
自身によって意図されたものであり、それ故に、企業は独自の意図を持ついわゆるディヴ
ィトソン的主体 (Davidsonian agent) である。なぜならば、すべての企業が企業内意思
決定構造 (CorporateInternal Decision Structure CID構造)を有しているとし、う「事
実」によって、そのような企業の意図を証明できるからである。
その CID 構造は 2 つのものに象徴的に示されているの。 1 つは組織フローチャートで
あり、もう 1 つは、真の企業決定はなにか、を認識するための手続きである。このような
CID 構造はルールという観点からも把握することもできる。意思決定(組織)ルールと(企
業の基本的な信念ないしは政策を示す)政策・手続きルール。 French によれば、企業の
行動に意図があるということは、一定の企業構造のもとで多数の構成員が審議し熟考に熟
考を重ねていることそして企業の方針に示されているように企業行動には「理由j が存在
していることから必然的に導き出されてくる結論なのである。
意思決定機構としての CID 構造を有するが故に、 French によれば、企業は主体であ
り、したがって、 f完全なモラル・パーソンとしてみなされるべきであり、通常の場合に
モラル・パーソンに付与されている特権、権利そして義務を有することができる。 J (自)
この French の発想に対しては、企業は人間には認められている投票の権利を付与され
ていない、という点で、人聞とは異なる存在である、という単純な批判から、意図の有無
によって企業の主体性を認めることはできない、という根本的な批判まで、さまざまな批
判が提起されている。特に、企業がその企業のルールに従って行動しているとすれば、そ
のような行動には(ゲームの規則に従って動いているプレイヤーと同じように)意図があ
るとは言えないのではないか、という批判、そしてまた、ネズミを採る猫の行動やソート
するコンビュータの動きにはある種の意図が認められるが、それらを道徳的主体としてみ
なすことはできない、という批判は決定的なものである。事実、それらは French の発想
の矛盾を示すものとして良く例示されている (9) 。
French に代表される「モラル・パーソン説」とは逆に、企業の道徳的主体性を否定するアプロ
ーチがある。 J.Ladd のアイデアはその代表的なひとつである。企業はその構造そのものによって
コントロールされているために、道徳上の自由を行使することができない。これがそのアプローチ
21 
22 
22 
宮坂純一
の基本的立場である。企業には自由意思が存在しないということを根拠として、企業が道徳的主体
であることが完全に否定されている。 Ladd の見解は「構造制約説J として知られている(10) 。
この Ladd の見解は「ビジネス=ゲーム論」として評価されることがある。なぜならば、彼は、
ビジネスをゲームとしてみなすことによってフォーマル組織の特徴をあきらかにし、その結果とし
て、モラリティというコ卜バが論理的には(企業に代表される)フォーマル組織にはあてはまらな
い(正確に言えば、モラリティというコトバはビジネスの目的に相応しくない)こと、したがって、
企業を道徳的主体としてみなすことはできないこと、を主張したからである(11)。
Ladd の見解は、 T. Donaldson によって、つぎのような形で整理されている(12) 。
(1) 企業はフォーマル組織の一種で、ある。
(2) フォーマル組織は、定義上、特殊な目標(例えば、利潤)を最大限に達成するために行動し
なければならない。
(3) 特殊な目標を最大限に達成するということは道徳規範に従って行動するということを認め
ないことである。
(4) 道徳規範に従って行動できることは道徳的に主体となるための必要条件で、ある。
(5) 企業は道徳的主体となりえない。
モラルエージェンー論争は多数の研究者によってそれぞれの視点から整理されている
が、それを独自の視点から類型化したR. DeGeorge の見解は有名である。
DeGeorge は、一方で、企業道徳的主体否定論を組織論的見解 (OrganizationalView) 
として、そして他方で、企業道徳的主体肯定論を道徳主義的見解 (Moralistic View) とし
て把握し直し、それぞれの意味を比較検討している(13) 。
組織論的見解によれば(ただし、 DeGeorge の解釈に従えば)、企業は特定の限定され
た目的(利潤追求)のために設立された法的存在である。それは自然人ではないために、
その機能上、人間という主体 (agent) を必要とする。ただしその主体は、個人として行
動するのではなく、会社の目的の実現のために没個人的な主体として行動することを要求
される。とすれば、企業に一一それが法人であり自然人(モラル人)でないために そ
の行動に対して、法的存在として法的責任を問うことができるが、道徳的責任を問うこと
はできないし、企業の主体に対しでも、彼が企業の主体として行動する以上、道徳的責任
を問うことはできないことになる。企業は道徳的主体でもないし道徳的存在でもない。こ
のような(企業およびそこで働く人々の法的責任について論じることは適切であるが、個
人であれ集団であれその道徳的責任について論じることは正しくないと主張する)組織論
的見解に完全に対立するのが、 DeGeorge に拠れば、道徳主義的見解である。個人による
殺人は道徳的に非難されるが、殺人請負会社がその目的を追求するとき道徳的に責任を問
われないのかつ 広告会社は、法律で許されているならば、いくらうそをついてもその広
告に対してモラル的に責任を間われないのであろうかつ この立場によれば (DeGeorge
の理解に従えば)、「道徳j という言葉を企業に適用することはカテゴリーミスではなく、
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企業も道徳的評価や道徳的批判から免れえないのであり、法人化することによって道徳的
に免除されないのである。
DeGeorge によれば、双方の見解ともいくつかの点で不完全である。彼が独自の「集団
的な道徳的責任論」を展開せざるをえなかったのはそのためである これに関しては本
稿でも、最後ではあるが、触れる一ーが、彼は、基本的には、道徳主義的見解を支持して
いる。「社会は、企業の主体や企業は道徳的に評価されえないとの組織論的見解を受け入
れるべきではないJ (14) 、と。
2-2 その後の展開
企業は、 French が主張したように、道徳的主体であるとしても、自然人としての人聞
と同じ意味で、道徳的主体である、と言えるのであろうか。
French の主張には、この視点からあらためて確認すると、つぎのような論点があり、
(一連の論争を経た)現在、そのことが浮かび上がってきている。人間(性)がさまざま
に解釈されているという現状(解釈されてきたという経緯)がそれである。彼の表現を借
用すると、人間(性)を巡ってはいくつかの側面が強調され、例えば、 3 つの概念がしば
しば絡みあい (entangled) 混乱して使われている。形而上学的人間性 (personhood) 、道
徳的人間性、法的人間性(15)。この点、彼によれば、企業は法人であるだけでなく、独立し
た意図(意思)を有するが故に(法律で定められていないものを自分の意思でうみだすこ
とができる、という意味で)メタフィジカルなパーソン(行為する主体)であり (16) 、また
そのような知的であり理性的な存在であるが故に、他者に対して説明可能な(責任を問わ
れる) (accountable) 存在(モラル・パーソン)である(17) 。
French の解釈に従えば、メタフィジカル・パーソンとモラル・パーソンの関連を巡っては 2 つの
見解が対立している(18)。一方に、メタフィジカル・パーソンはモラル・パーソンとして存在すること
であり、意図ある主体ないしは理性的な主体は道徳的主体である(あるいは逆に、道徳的主体は意図
をもっ主体ないしは理性的な主体である)との解釈があり、他方に、意図をもっ主体であることない
しは理性的な主体であることは道徳的主体であるために必要であるがそれだけでは充分ではない、と
の解釈がある。
French が、その理論展開において、形而上学的人間性から道徳的人間性へと、両者の検討を経ず
にいわばストレートに移動しているのは、彼が前者の立場にあるためであろう。
これに対して、企業は道徳的主体なのか、それともモラル・パーソンなのか一一これが
企業の道徳的責任論で問われるべき事柄である、と主張したのが R
女は、「メタフィジカル・パーソンとしての企業J、「道徳的主体としての企業j そして「モ
ラノレ・パーソンとしての企業」という 3 つのタームを提示しその比較を通して、企業に適
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用可能な人間性概念を検討する(凶)。
Manning が到達した結論は、人間性という概念は企業に相応しい属性を超えるもので
あるが、一方で、主体というかなり限定された概念でも企業の道徳的過失(責任) (fault) 
を問うことができる、というものであった (20) 0 Manning は、別の論稿ではあるが、つぎ
のように述べている。「企業は、人間(ヒューマン・パーソン)と同じ意味で、モラル・
ノfーソンではないJ (21)、と。
Manning とほぼ同時期に、権利の視点を積極的に導入することによって、 moral
personhood と moral agency を区別しようとしたのが D.T.Ozar である (22) 。
Ozar は、企業はそこに巻き込まれている (involved) 個人としての道徳的主体たちの
複雑な用具 (tool) にすぎない、と主張する Ladd に反対し、自らを French と同じく「道
徳的主体としての企業j 説に立つものである、と位置づけている。そして更には、企業は
(集団的ではなく)シングルの (single) 道徳的主体である、と積極的に主張している。
彼は、自分の立場として「構成的規則アプローチ (constitutiverules approach) J を標
梼している。そして、彼は、企業は道徳的権利を有しているのか、という聞いを立て、次
のように答えている。「企業は協定(約束事) (convention) によって存在し行動するに過
ぎない。企業は、それに与えられている権利がいかなるものであろうとも、それらの権利
をつくりだす構成的規則の故に所有するのであり、そしてそのような規則はそれらが受け
入れられているが故に、すなわち、協定の故に、存在するにすぎない。もし、構成的規則
アプローチが正しいとすれば、企業は協定で確立された便宜上の (conventional)権利を
もつだけである。というのは、企業は、関連する社会的規則を受け入れて会社をつくる人
間によって持つように設計された権利をもつにすぎなし、からである。かくして、企業は道
徳的権利をもたないのである。 J (23) 
権利には 2 つの種類がある (24)。第 1 は、一定の制度、機関を前提にした f制度的権利」として、「憲
法・制定法・判例法等の・・・法的諸ルールによって定められている(あるいは承認ないし保護されて
いる)権利j であり、立法機関・司法機関だけがそのような権利を創り変更し廃止できる、法的権利
である。これに対して、第 2 に、「法律の裏づけを欠いている J 権利も存在する。これが道徳的権利
である。しかもその種の権利が益々注目を集めている。道徳的権利とはなになのか。 J. Feinberg(25) 
の定義を援用した深田三徳によれば、「いかなる法的ないし制度的諸ルールにも先だって、あるいは
それから独立して存在していると考えられている権利すべてに適用されうるものj が道徳的権利であ
る (26) 。
これは「類J としての道徳的権利であり、それ故に、その下位概念である「種J としての道徳的権
利がある。それらは、
1 )慣習的権利(慣習や実定道徳によって与えられている権利)、
2) 理念的権利(道徳理論や政治理論を前提にして、それによって要求されたり正当化されている
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権利)、
3 )良心的権利(現行のルールではなく、個人の啓発された良心の諸原理によって妥当なものとし
て承認が要求されているもの)、
4) 実践的権利(5.lIJの穫の権利の行使を道徳的に正当化するために主張される要求)、
に代表される権利である。
これらには『共通の」特徴がある。それは、第 I に、その性格上(法的ないし制度的諸ルールにも
先だつものであるために)現行の法令や制度に対する「批判的機能」を持つことであり、第 2 に、そ
の権利内容をし、かにして確認し正当化するのかが常に関われる、ということである (27h
それでは、いかなる権利が、現在、道徳的権利として「認識」されているのであろうか。これは「厄
介な」課題であるが、それに関しては各種の文献で取り上げられ論じられているために、ある程度の
共通の理解がうまれている。その詳細は別の論孜を予定しているので、ここで触れるつもりはない。
但し、本稿ではひとつだけ確認しておきたいことがある。それは、日本でも、法学の世界において、
法人に(道徳的権利を代表するものである)人権を認めるのか、株式会社が基本的人権の担い手とな
り得るのか、具体的には、企業は政治的自由を持ち得るのか、企業の自由な経済活動はどこまで認め
られるのか、等々を巡って論争があったという「事実」である。
たとえば、一方で、「法人は自然人に準じる人として、国民の権利義務が類推適用され…・、した
がって、憲法第三章の各条項は、性質上可能な限り、内国法人に適用される J (お)との見解があり、他
方で、そのような理解に疑問が提示されている。すなわち、樋口陽一に拠れば、憲法「学説の大勢」
は rw法人の人権』という概念を・・・積極的に解してきたいしかし、樋口陽一の立論では、「人権論
の基本にもどっていえば、法人ではなく、自然人……『かけがえのない個人』こそが人権主体なので
ある J (29) 、と。
本稿でこのことにあえて触れたのは、今日では、法人としての企業に、法的な責任を超えた、道徳
的責任を問えるのか、が問題になっているからであり、それとの関連で、企業の従業員をはじめとす
るさまざまなステイクホルダーに対する道徳的な義務を果たすことが要請されているからである。
このことは、人聞がっくりだし便宜上与えた法人格の在り方を巡って、法人としての株式会社は権
利を持ち得るのか、持っとすれば、それはどのような性格の権利なのか、等々の問題に代表される、
法人の権利問題について、今日の問題意識・視点から、再度、考えることが必要になってきたことを
意味している。
本稿の立場で言えば、企業の本質が個別資本としての経済活動にあり、現代企業がその組織目的達
成のための活動(の結果)に対して責任を問われる以上、法人としての会社は、組織目的を達成する
ために活動するという一点においてのみ(組織目的の達成に直接関連する活動に関してのみ)、憲法
で保障された権利を持つが、それは独善的なものではないのであり、道徳的権利は企業には相応しく
ないように思われる (30) 。
このことを問題にしているのがビジネス・エシックスである。企業は確かに利潤追求を使命として
いるが、我々(社会)はその企業にどのような企業倫理(企業として、社会全体の幸福をめざすこと)
を期待できるのか、逆に言えば、企業はし、かなる企業倫理に応えることができるのか、が、今日、問
われている。
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「企業は純粋に協約で定められた便宜上の Cconventional) ものであり、それ故に、一
切ゐ道徳的権利を持たない。 J C傍点原文) (31) 
このような Ozar の立場(すなわち、企業はそれに付随する道徳的責任を有する道徳的
主体であり、しかも協約で定められた権利をもつが道徳的な権利はもたない道徳的主体と
してみなされるであろう、との見解)は、 Moore によれば、一見、不可思議なものに思わ
れるが、存在というベースにおいて(存在論的に)企業の人間性を否定することから論理
的に導き出される事柄である問。企業は、モラル・パーソンではなく、道徳的権利を持た
ないが協約で定められた便宜上の Cconventional) 権利を持つ道徳的主体である。これが
Ozar の結論である。
モラルエージェンー論争を独自の観点から整理したもうひとりの代表的な研究者として
Donaldson が有名である。彼の認識に従えば、論争の根底には、「すべての企業が道徳的主体なの
か、あるいはそうではないのかJ という問題提起があったが、実は、これが間違いなのであった。
「いかなる企業が道徳的主体であり、いかなる企業が道徳的主体ではないのかJ 、と (33) と問うべき
だったのである。
このような問題の立て方は、必然的に、つぎのような疑問を生み出すことになる。「道徳的主体
としてみなすために充足すべき条件とはなにか ?J 、と。
Donaldson は、そのような認識にたって、企業を道徳的主体としてみなすために必要な条件を、
以下の 2 つに絞り、それらを試論的に展開している (3410
① 道徳的理性をもって意思決定をおこなえること、
② 眼に見える結果としての企業行動ではなく、(その前提にある)政策やルールの構造も意思決
定のプロセスにおいてコントロールできること、
が、そのような条件である。
①の条件は、食業を単なる機械のレベルから引き上げるために必要な条件であり、ここには、企
業を人聞として考えることはできないが、適切な意思決定機構を有しているという事実は企業の行
動が道徳的理性(理由)に基づいて為されていることを示すものである、との理解がある。②の条
件は①の条件をヨリ詳細に明示したものである。これは、モラルコントロールが企業の意思決定機
構の維持にまで拡大されなければならないことを示したものであり、ここには、企業の政策やルー
ルそして手続きのような企業の道徳能力を維持していくために必要な事柄に対する責任が企業の
道徳的主体性というものの属性である、との解釈がある。
このような条件を現実に当てはめて検討すると、どのようなことが導き出されるのであろうか。
我々は、 Donaldson の判断に従う限り、そのような意味での道徳的主体性をほとんどすべての企
業のなかに見いだすことができるであろう。なぜならば、人聞が完全に道徳的能力を備えていなく
とも道徳的主体とみなされているという「現実J を考えると、多くの企業は上記の条件を完全では
ないが「必要な程度」を充たしている、と判断できるからである。とすれば、現在では、ほとんど
すべての企業に対して道徳的責任を問うことが可能なのである。企業は道徳的主体である。
ここに、新しい課題がうまれる。それは、企業を道徳的主体とみなすことができるならば、その
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ような道徳的主体性の内容を、ヨリ具体的なレベルで、いかに把握すればよいのか、という問題で
ある。 Donaldson は、この点、企業の道徳的義務(責任)を明示することによって、そのような
課題に答えようとしている。
Donaldson によれば、企業の道徳的義務は「直接的なもの」と「間接的なものj に分けられる (35) 。
直接的な義務は明示的にフォーマルに特定されているものであり、株主、従業員、納入業者、顧
客、等々の企業と直接にビジネス上の関係を有する人々に対する義務である。これらの義務は契約
や法令として明示されているので、処理が容易である。これに対して、間接的な義務はフォーマル
に明示されたものではなく、企業と直接にビジネス上の関係をもたない人々(例えば、競争相手の
企業、地域共同体、大衆)に対して負う義務である。
間接的な義務は、直接的な義務とは異なり、これまで必ずしも注目されてはこなかった。確かに、
間接的な義務として、公平に競争する義務、地域社会を公害から守る義務、大衆を傷つけない義務、
等々が知られているが、企業が、誰に対して、いかなる間接的な義務を、どの程度、有しているの
か、あるいはそれらを倫理的に正当化するものは何なのか、等々に代表される基本的な問題は依然
として未解決なままに置かれてきた。しかしながら、企業の義務、特に、間接的な義務を明示しな
ければ、現実には、道徳的主体としての企業の道徳的責任を問うことはできないのである。
これが Donaldson の構想、であり、このような枠組みは、今日では、「契約論的アプローチJ と
して支持されている。
これらの見解 (French 論文以後に展開された企業道徳的主体説)は、企業はモラル・
ノfーソンではなく道徳的主体であること、しかもかなり限定された意味で道徳的主体であ
ることを示唆している。ここに、「道徳的主体 (moral agent) としての企業」の意味があ
らためて問われてくることになる (36) 。
3 企業道徳的主体否定説の検討
3-1 Velasquezの立場
3-1-1 Velasquezの基本認識
企業はそのいかなる行動に対しでも道徳的責任を持ちえない、と主張したのが
M.Velasquez である。
Vela自quez によれば、ビジネス・エシックス学界には、一方で、道徳的に責任を持てるのは
人間のみであり、その結果、どジネス・エシックスの適切な対象 (subject) は個人としてのビ
ジネスパーソンである、と仮定する人々(例えば、 M.Keely， M.Velasquez) がおり、他方で、
道徳的責任は、その構成員とは異なる存在 (entity) としての企業というグループの属性として
見なすべきであり、それ故に、企業はビジネス・エシックスの主要な(あるいは、少なくともひ
とつの)対象となるべきである、と考える人々(例えば、 T. Donaldson, T. Ozar,K.Goodpaster) 
がいるが、後者は大いに Oargely) 誤りである (37) 。
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この考え方は哲学および法学の伝統に沿ったものであり側、そこには、つぎのような
論理がある。主体は、その種の意図(犯意)があり、実際に違反行為を犯した場合にの
み責められ罰を受けることになるが、企業には犯意と不法行為という責任を問われる 2
つの条件のいずれも該当しない、と。また他方で、企業は、個人と異なり、自律的行動
ができないこと(企業の行動は個人のコントロール下にあり、企業のそれにはないこと)
も指摘されている。
以下、上記のことをとりあえず前提にして、 Velasquez の主張に耳を傾けることにし
たい (39) 。
Velasquez は責任の概念を整理することからはじめる。彼によれば、責任は、通常、
3 つの意味で使われている。第 1 に、「信用できる J (trustworthy) あるいは「信頼で
きる J (dependable) 、という意味で使われ、第 2 に、将来(すなわち、今後なお為され
なければならないこと)を展望する(look forward) ために使われ、第 3 に、ある行為
あるいはその結果が特定の主体に帰属せしめられるべきものであることを示すために、
別の表現をすれば、過去(すなわち、すでになされたこと)を回顧する (backtoward) 
ために、使われる。そして、 Velasquez はとりあえず前者の 2 つを脇に置き、第 3 の意
味での責任、すなわち、過去志向的な (backward -lookin g) 意味での責任に注目する。
責任の意味
「信用できる J (trustworthy) あるいは「信頼できる J (dependable) こと。
1 1 xは責任ある人である。ここには、一定の質の道徳的特性があることが暗に
示されている。
義務 (dutyor obligation) 。
E Xは健康と安全に責任がある(責任を負うべきである)。ここには、将来を展
望するという意味が暗に示されている。
あるアクションあるいはその結果の属性。 Xは安全システムの失敗に責任が
あった。ここには、過去を回顧するという意味が暗に示されている。
XはYの原因である(これは自然にも人聞にも平等に当てはまる。たとえ
① ば、大風が停電の原因であった、と。これはしばしば因果責任 causal
responsibility とよばれる)。
血 XはYから生じたダメージを償うこと(補償)に対して責任がある(当該
② 行為に責任がある人聞が必ずしも支払わなくとも良い。両親が子供の行為に対して、あるいは、会社が従業員の行為に対して支払うことがあるだろ
う。これは補償責任である)。
③ Xが意図的にYをもたらした(あるいは、その手助けをした、ないしは、それが可能であったにもかかわらず、その行為を防がなかった)。
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ただし、この過去志向的な意味での責任にもいくつかのタイプがある。たとえば、 X
はYの原因である、というケース。このケースでは、責任は因果関係 (causality) とほ
ぼ同義であり、純粋に自然カ (natural agent) に原因する。また、 XはYから生じるダ
メージに対して賠償しなければならない、というケースがある。「親は子供の行為に対
して責任がある J、と。このケースでは、責任は補償責任 (compensatory liability) で
あり、責任を間われるヒトが必ずしも責任を間われる行為をしているとは限らない。通
常、社会効率、配分上の正義、支払い能力、当事者との関係、等々を考慮して、補償責
任が決められている。更には、 Xは意図的にYをもたらした、というケースがある。こ
のケースでは、第 1 のケースと異なり、自然力が責任ある当事者にはなりえない。とい
うのは、意図は理由があるが故に行動しえる主体のみに帰属しえるからである。そして
第 2 のケースと異なり、責任ある当事者が直接か間接かは別として責任を問われる行為
を引き起こしているのが第 3 のケースであり、その場合、責任は、補償責任と異なり、
他の当事者に転嫁されることはない。以上の論点は下記のように整理される (40) 。
Velasquez が道徳的責任というタームを使う場合に念頭に置いている責任は皿一③
のケースで使われるタイプの責任である。彼は、これは刑事責任(criminal 
responsibility) の古典的な見解(すなわち、 19世紀のコモンロー)である、との認識の
もとで、それを、法的執行の実用性に制約されるものでもあるが、「道徳的責任につい
ての我々の共通の理解の法的な翻訳」として位置づけている。その刑事責任は、古典的
には、 2 つのこと(不法行為 (actus reus) と犯意 (mens rea)) を必要とする。すなわ
ち、ある不法行為に対して刑事上の責任を問うためには 2 つの条件が必要なのであり、
第 1 に、その人が個人的に(自主的な肉体的動き (bodily movement) を介して)不法
行為を引き起こしたか、あるいは、それを手助けした、もしくは阻止すべきないしは阻
止できたときに防止することに失敗したとき、第 2 に、その人が意図的にそのようなこ
とをおこなったときに、刑事上の責任を問うことができる。
この責任観の哲学的ルーツは、 Velasquez に拠れば、責任帰属性 (imputability) に
ついてのスコラ学説 (scholastic doctrine) にまでさかのぼるものであり、カントの『人
倫の形而上学 (Metaphysics of Morals) ~に適切に要約されている。 Velasquez によっ
て援用されているのはつぎのようなカントの文言である。「行為が責任の法則のもとに
たち、したがってまた、主体がその行為において彼の選択意思の自由という観点から考
察されるかぎり、その行為は所為と呼ばれる。行為する者は、このような所業を通して
結果の発端となる存在 (originator) と看なされる。そして、この結果は、行為そのも
のとともに、それらに責務を課する法則があらかじめ知られている場合には、行為する
者の糞に帰することができるのである。……道徳的意味における帰責とは、ある人がそ
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れによってある行為の創始者 (causa libera) と看なされるような判断であり、その行
為はこの場合、所為 (factum) とよばれ、法則のもとに立つのである。 J (41) 
このように、 Velasquez が理解するかぎり、道徳的責任のコア概念は哲学上の見解に
も法律上の見解にも存在している。そして、そのような認識から、道徳的責任は、主体
が引き起こした(その主体に端を発する) (originate) 行動だけに対して、すなわち、
それが主体の意図(犯意)とその主体の肉体的動きから生まれたアクションであるがた
めに、ある主体に帰することができる責任である、との理解が導きだされている。ここ
で Velasquez が重視しているのが rooを発端とする J (origination) という考え方で
ある。というのは、彼によれば、この origination は一種のメンタルおよび肉体的統一
体として把握されている人間概念と結びついているからである。 Velasquez の文言を正
確に引用すると、「ある主体は、(1)彼が心の中で行動の計画を立てたりあるいは企画し、
(2) その意図を直接に統制できる肉体的動きを通して実行するときに、あるアクション
を引き起こす (originate) ことになる。この直接の統制というコトパは、通常、ある肉
体を自分の「所有物」として語るときに使われる表現である。私が直接コントロールし
ている肉体は「私の」肉体と呼ばれる肉体であり、私が道徳的に責任を負うべきアクシ
ヨンはこの肉体によって引き起こされなければならないのである。 J (42) 
そして、このような責任という意味は、 Velasquez の言葉を借りれば、辞典にも示さ
れているように、概念的に、もう一つの考え方と結びつくことになる。それが「非難と
処罰を免れないこと」である。「あるひとがある行為に対して道徳的に責任があると言
うことはまさにそのヒトが非難と処罰を免れないと言うことである。また、あるヒトが
ある行為に対して道徳的に責任がないとすれば、非難も処罰も不適切(道徳的に根拠が
ないもの)なのであり、……ある行為が私自身の直接の肉体的動きの結果でないならば、
あるいはそれがそれらの動きの意図的な結果でないならば、その行為に対して私を非難
し罰することは不適切である J (43) 。
何故に、「非難と処罰を免れないこと」が道徳的責任と概念的に結びつくことになるの
だろうか? Velasquez によれば、非難と処罰が道徳的責任と概念的に結びついている
ことはよく知られた道徳的原理からもあきらかである。第 1 に、古典的な功利主義の立
場から、非難と処罰は正当化される。犯罪者を非難し処罰することによって、その犯罪
者や予備軍が将来起こすかもしれない悪事を阻止できる、と。第 2 に、義務論から言え
ば、非難と処罰は、我々がそれらに同意した場合には、正当化される。というのは、ヒ
トは、同意しているならば、同じように扱われるべきであるからである。第 3 に、自然
法によって正当化される。この立場に立っと、理性的な主体の聞には、正当であると見
なされているある種の関係が存在しており、そのような関係からの逸脱は不当行為
(injustice) である。犯罪者がこのような関係から逸脱すると、彼は、本来ならば与え
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られるべきではない、他の人々に対する優位性を獲得することになるために、その犯罪
者を正しい位置に戻すために処罰が必要になる。
ここで重要なことは、道徳原理を読み解くことによって、「非難と処罰が、悪事をうみ
だした主体にのみ、すなわち、自らの肉体を使って、意図的に、直接に手を下した主体
だけに、課せられる J (44) 、ということが明確にされていることである。当該人物以外を
処罰しでも悪事を防ぐことは望めないし、同意していない主体を処罰することには無理
があるし、当該人物以外を処罰しでも犯罪者を正しい位置に戻すことはできないのであ
り、道徳的責任(非難と処罰)はあくまでも行為主体(本人)に該当する属性である。
上記の 3 つの「論理的根拠」は、 Velasquez の認識に従えば、非難と処罰に関する共
通理解であり、「非難と処罰を免れないこと」を道徳的責任に概念的に結び付ける方途
に関する共通理解でもある (45) 。
3-1-2 Velasquezの「企業道徳的主体J 批判
Velasquez が確認した「責任観」にたつと、企業は、その企業が関与した悪事に対し
て道徳的に責任がある、と言えるのであろうか。 Velasquez が念頭に置いているのは、
企業はその構成員とは論理的に異なる統一体であり、道徳的責任をそのような企業の属
性としてみなすことは合法的に可能である、という P.French の見解である。この場合、
Velasquez が重要視しているのは、 French の立論に横たわっている 2 つの前提(すな
わち、 1 )企業は、(たとえ誰であろうとも)その構成員ではなく企業という組織体そ
のものに起因するアクションを遂行する、 2) 企業は、(たとえ誰であろうとも)その
構成員ではなく企業という組織そのものの意図で、そのアクションを遂行する)である。
Velasquez に拠れば、 French の論理展開には哲学的にも法学的にも責任概念の中核を
成す 2 つの要件(違法行為 actus reus と犯意 mens rea) が組み込まれており、その意
味で彼の見解は大きな意義を有している。しかし、企業の行為は、 Velasquez の理解で
は、企業ではなく、その構成員に端を発する (originate) のであり、その点、で、 French
は間違っている (46) 。
再び、 Velasquez の主張に、より詳細な点を含めて、耳を傾けることにしよう。
企業に起因する行為はその構成員から区別される統一体としての企業によって遂行さ
れているのではない、というのは、企業はその構成員を介さなければ行動できないから
である一一これが Velasquez の出発点である。そしてここから、つぎのような基本認
識が生まれてくる。企業を「虚構」としてみなそうともあるいは「実在」としてみなそ
うとも、いずれにしても、企業行動はそれ自身とは異なる主体(すなわち、企業を構成
する人々)の直接的な統制のもとにあるために、企業に道徳的責任という属性を認める
ことはできないのであり、その行為を非難し罰することは不適切である側、と。
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なぜに、このような認識がでてくるのか。それは、 Velasquez が、 French によって
提起された「多くの生物学的な存在としての人間 (biological person) の意図と行為を
企業の意思へと従属し統合するものとしてのJ r政策、手続き、権限のシステムJ (48) (し、
わゆる CID 構造)の意義を認めていなし、からである。言葉を換えると、 Velasquez に
よれば、そもそも企業の政策や手続きは意図的な行為をうみだしえないのである。とい
うのは、「意図的な行為という概念は、企業が有していない、一定の精神的および肉体
的一体性 (unity) を備えた主体という概念に根を下ろした概念であるからである。意図
的な主体は、計画し意図する精神を有するが故に、メンタルで、あり、直接に動かせる肉
体を有するが故に、肉体的であり、肉体的な動きを直接に統制して自分の意図どおりに
その意図を実現する主体である限りにおいて、ひとつの統一体 (unity) なのである。こ
のような一体性を備えた主体を前提にしてはじめて、ある行為はそれに起因する、とい
えるのであるが、それは企業には妥当しない。これが Velasquez の主張である。
ある行為に対する道徳的責任は、 Velasquez によれば、その行為をうみだす統一体
(unity) (すなわち、行為をもたらす意図を形成し、直接に肉体的な動きによってその
意図を実行した統一体)に付随する (attach) ものである。とすれば、ある企業の行為
はその企業の直接に肉体的な動きによってではなくその構成員の直接に肉体的な動き
によってもたらされるために、またその企業の意図は(もしそのようなものがあるとす
れば)その構成員が行動する場合に依拠する意図ではないために、企業はそれらの行為
に対して道徳的に責任ある統一体ではない、という結論が導きだされる (49) 。
そして Velasquez は、 2 つの理由をあげて、企業道徳的主体という考え方は危険で
ある、と警告している (50) 。
第 1 に、不正な企業行動に対する道徳的責任は企業にあるという見解を受け入れると、
我々は企業という事業体 (entity) だけを非難しあるいは罰することで満足してしまう
ことになること。企業を道徳的主体としてみなすと 彼によれば、私たちは、不正な行
動を引き起こしたアクションを実行した人聞を非難しそして罰するのではなく、ただた
だ企業というベールの前で、無駄に手を振っているしかないのである。それ故に、もし「私
たちが企業の不正な行為を防止し、そして企業の構成員が私たちの道徳的および法的規
範を遵守するようにしようとするならば、企業というベールの背後に回り、企業行動を
故意にないしは意図的に引き起こしている人々に非難と処罰の照準をさだめなければ
ならないのだ。企業行動が彼らによって引き起こされているとすれば、彼らがそのよう
な行為に対して非難され処罰されなければならないのである。 j
第 2 に、企業を大規模なパーソナリティの知く「行動」し「意図j できるひとつの統
一体としてみなすことは、企業は人聞を超えた存在 (larger-than-human being) であ
り、その目的と幸福がその構成員のそれよりもより重要で、ある、と考えることに繋がる
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こと。彼の認識に従えば、現実をみると、すでに企業という組織レベルで(企業の構成
員はホール・パーソンとしての企業の単なる部品にすぎず、構成員の利益が企業の利益
のために犠牲にされ個人の幸福が企業の幸福に従属させられる)全体主義
(organizational totalitarianism) が生じているのであり、企業は道徳的主体であると
いう見解に賛成している哲学者たちは「無意識にJ (unwittingly) この「新しい形態の
全体主義」を支持していることになる。その結果、益々、企業へのロイヤルティがベー
シックな徳となり企業への奉仕がべ}シックな道徳的行為となり、個人は企業に飲み込
まれ一巻の終わりとなるであろう。これが Velasquez の警告である。
3-2 Velasquezへの疑問
Velasquez は、上記で紹介してきたように、道徳的責任の成立に必要な 2つの条件は企
業には妥当しない、と論じている。繰り返しになるが、再度整理するとつぎのようになる。
第 1 に、企業は、組織の直接的な統制下にはない自律的な個人である構成員を介して、行
動するのであり、あきらかに企業自体はいかなる肉体的な行為も遂行するのではない。と
すれば、犯罪行為という要件は当てはまらない。そして、第 2 に、意図はひとつの統一体
の属性であり、企業も統一体としてみなされるかもしれないが、現実には、その行為は、
企業ではなく、別の存在(構成員)によって遂行されているのであり、ある行為が、その
行為を直接に引き起こす肉体的な動きを所有する主体のマインドのなかで形成された場
合にのみ、意図的であるとするならば、企業の行動は意図的なものとはなりえない。した
がって、犯意という要件も企業には妥当しない。
このような Velasquez の立場は「方法論的個人主義J として知られているパラダイム
のなかに位置づけられるものである。本稿の文脈で言えば、「集団的責任と処罰の条件の
充足が、完全にそして言語学的に、その意味の掛酌なしに、個人的責任と処罰の条件の充
足へと約分される」一一これがその具体的な内容である(日)。方法論的個人主義に同意する
研究者としては、他にも、 M. Keely(52) 、R. E. Ewin (53) 、 J. A. Corllet(54) が知られている。
Velasquez の「方法論的個人主義」に対しては、それは、少なくともつぎのような 2 つの
点で、組織の重要な特徴を適切に説明できないしその実態に即したものではない、との批
判jがある (55) 。
第 1 に、方法論的個人主義は、組織と構成員の関係が、一方で、構成員は組織に参加し
たり去ったりして流動的であるが、他方で、組織は存続しているために、必然的なもの (a
necessary one) というよりはむしろ純粋に偶発的なもの (contingent) である、という実
態、に反していること。特定の個人がある組織の構成員になる前に、その組織が存在して
いること、新しい構成員は既存の構造に順応・同化するように社会化されること一一これ
が通常の現実である。
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第 2 に、方法論的個人主義は、組織とは、たしかに、その構成員である個々の個人が行
動を起こしてはじめて行動したことになるのであるが、組織が何かをするときの理由がそ
の構成員の理由や動機に約分できないこともある、という実態、に反していること。
このような批判が成立するとすれば、個人主義に立脚する見解は、組織を組織として存
在させている特徴 (distinctivenormative features) を説明できないのである (56)。このこ
とに関しては、後段で、別の視点から改めて検討することになるが、その前に、 Velasquez
の問題意識の意味を確認しておくことが必要で、あろう。
本稿の問題意識で「モラルエージェンシー論争」の(その後の) r流れ」を整理すると、
Velasquez の問題提起は、実は、「組織のなかの個人の責任の取り方」を閉し、かける動き
であったことがわかってくる。というのは、 Velasquez は企業が道徳的主体であることを
認めず、企業の行動は実質的にはその企業の構成員の行動であるとの立場から、その個人
(構成員)が責任をとるべきである、と主張したが、一方で、 Velasquez とは異なり、企業
が道徳的主体であることを前提として、その中の個人にも道徳的責任がある、との立場か
ら、幾つかの注目に値する意見が積極的に主張されたからである。例えば、 J. E. Garrett(57) 
やP. H. Werhane(58)そしてM. J. PhilipS(59) はその代表的な論者である。
企業道徳的主体という考え方は危険である、という声があることは、 32-33ページにて
紹介した Velasquez の警告からも明らかであろう。それは、企業を道徳的主体として位
置づけると、企業という存在がその構成員の総和を超えたより大きな存在となっているた
めに、本来であれば責められるべき (culpable) 個人が責められることなくまた罰せられ
ることもなく済まされてしまう、という「危険性J (60) である。 Garrett はそのような「企
業道徳的主体説の危険性を危倶する声」を十分に認識したうえで、すべては組織のせいで
あり、個人は「無罪放免j される、という論理に、 Velasquez とは異なる視点から、疑問
を投げかけている。
Garrett に拠れば、組織のなかでうまれる個人の意図や計画の相互調整は、結局は、そ
の企業の意図に屈してしまう (yield) が、その企業の意図は、マーケットのような盲目的
に機能する「社会的に全体的なもの J (social wholes) の属性と考えられる効率的な因果
関係と比べると、人間の意図により近いものであるために、企業は道徳的主体である。彼
は、このような理解のもとで、「再配分できない企業道徳的責任J (unredistributable 
corporate moral responsibility: UCMR) というタームに込められている意味(企業レベ
ルの道徳的責任を受け入れると、それを個人に帰する(再配分)することはできない、と
いう考え方)を拒否する (61)。
Garrett の理解に従えば、企業を道徳的主体としてみなすことは UCMR につながるし、逆に、
企業を道徳的主体として認めない立場に立っと UCMR が明確に否定される。その代表が
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Velasquez であり、 Velasquez は、企業は道徳的主体ではないとの立場から、個人が責任を関わ
れる (UCMRを認めなし、)、と主張している。
この点で言えば、 Garrett は異色の存在であり、企業を道徳的主体であるとの立場から、 UCMR
を拒否している。
そして、 Garrett はあらたに「意思薄弱J (akrasia) という概念を導入する (62)。これは
「道徳的主体がモチベーションを引き裂かれた状態」を意味している。道徳的主体は、道
徳的に言えば、為すべき事柄と自身の非道徳的な欲望に引き裂かれることがある。 Garrett
によれば、意思薄弱な個人がシステム的に組織化された状況 (context) の中に引きこまれ
近代的なテクノロジーを与えられそして上述のような状態に陥ると、後者に則って行動す
る可能性が高くなり、結果として、大きな危害を、突然、周囲に与えることになる。この
場合、そのような行為は組織化された状況によってうみだされたものであると考え、個人
を道徳的責任から解放することができる、とする見解は成立するのであろうか。
そのような事態はあり得ない、と主張しているのが Garrett である。
P. H. Werhane も「すべての道徳的責任は企業にあり、個人の責任は免除される j との
解釈を排し、組織内の個人も道徳的責任を問われる、との立場を鮮明に打ち出している。
それでは、何故に、個人も責任が間われるのであろうか。これに関しては、 Werhane は、
しばしば文献であげられている「企業行動が個人に再配分されない理由 J (第 1 に、政策
を立案し実践した人物が死亡していたり退職していること、第 2 に、侵害されている社会
システムと闘うことは実質的に不可能であり、個人にはそうする義務がないこと、第 3 に、
責任を個人に再配分することは社会的に無駄であること)を明確に否定している。「これ
らの理由は道徳的に支離滅裂であり、それらを支持するヒトは誰もいないJ (63) 、と。
と同時に Werhane は企業にも責任を求めている。というのは、 Werhane に拠れば、
企業は、 French とは異なる意味で、道徳的主体であるからである。企業は人間の発明で
あり法的な存在であり、それが人間によってっくりだされたものである以上、個人から道
徳的責任を撤回することはできないのであり、 Werhane は、企業を、モラノレバーソンで
はなく、集団的な(一方で、、個人から構成される集合体であり、個人と比べると実在性に乏
しく自律的な行為主体ではないが、他方で、企業行為には構成員である個人には完全に還
元できない行為もある、という意味で)第二次的な道徳的主体として位置づけている(刷。
ここから、道徳的責任は企業政策を立案し実践する個人だけでなく企業の政策と実践に
も帰せられなければならない、との主張が導き出されてくる。彼女は、企業が責任を問わ
れる理由として、第 1 に、企業の政策と実践が企業を代表して(企業に代わって)行われ
ている個人的行動の源であること、第 2 に、集団的行動の性格上、企業の政策と実践を必
ずしも個人にまでトレースできないこと、第 3 に、個人だけでなく企業の政策と実践に責
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任を問わないならば、個人が処罰されたとしても、そのような政策と実践が続くこと、を
あげている (65) 。
更に、 Philips も、個人は責任を免れ得ないこともある、と主張している。但し、 Philips
には独自の視点があり、彼は企業の犯罪が個人の責任を伴わない限界点 (limiting case) 
を探している。たとえば、組織内ライフが個人の心理に影響を与える事例のひとつとして
「集団思考J (groupthink) をあげることができるが、この場合、個人の不注意は「免除」
(excuse) されるのだろうか、と。また、彼は、組織の内部で、企業の道徳的責任が組織
から個人へと移転 (transfer) する「時」がある、と考えている (66) 。
Philips に拠れば、「純粋に企業に落ち度があり、個人は責任を間われないJ (67) 、とい
うのが通常の事例であるが、「企業に責任があり、たとえその構成員が個人として責任が
ないとしても、その人たちは企業の不正行為に対して移転された(transferred) 道徳的責
任を間われることもあり得るのである J (日)。企業に責任があり個人は無罪なのか。それは
いわばケースパイケースなのである。
このように、 Garrett と Werhane および Philips は、個人に責任を問う点で、
Velasquez と同じであるが、その立論の前提に、企業は道徳的主体である、との認識があ
る点で、 Velasquez と異なっている。このような認識をより進めると、 Garrett と
Werhane および Philips たちが明確に認識しているのかは不明であるが、つぎのような
論点が浮かび上がってくる。(不正行為は組織化された状況によってうみだされたもので
あるとの前提に立って)その組織を構成する特定の個人に道徳的責任を問うことは、組織
に道徳的責任を問うことである、と。最後に、この問題を考えてみたい。
4 おわりに
ビジネス・エシックスの領域で展開されてきた「モラルエージェンシー論争j そしてその中
でうまれた M.Velasquez の問題提起は、すでに述べたように、本稿の問題意識で言えば、「組
織のなかの個人の責任の取り方」を問いかけるものであったが、実は、それによって同時に「組
織としての責任の取り方」が問われていたのである。というのは、「組織としての責任の取り方」
という問題は「組織のなかの個人の責任の取り方」と表裏一体の問題であるからである。
「組織としての責任の取り方」一一これが本稿の根底に流れている問題意識であり、つぎの
ようなことが問題になってくる。
個人であれば、個人として責任を間われた場合、個人として責任をとれば済むであろう。そ
れでは、組織の場合にはどうなるのであろうか。より具体的に言えば、組織として責任を間わ
れた場合、そして組織として責任をとることができるとすれば、どのように「対応J すれば、
組織として責任をとったことになるのであろうか。
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逆に言えば、組織そのものとして責任をとれないとすれば、企業は、組織として、責任をと
れない(間われなし、)、ということになる。方法論的個人主義に依拠する Velasquez はまさに
この立場であり、企業は、組織として、道徳的に責任をとれない(間われない)、と主張してい
る。しかし、本当にそうなのであろうか。本稿の立場からみると、この点が重要であり、そこ
にすべての疑問が収飲する。
企業が道徳的主体である、ということは、企業はその行動の結果に対して道徳的責任がある、
ということであり、企業に、法的責任を超えた、道徳的責任を問うことができる、ということ
を意味している。
企業がその行動の結果に対して法的責任を問われたとき、それに対して、どのようなことを
すれば(し、かなることを受け入れるならば)、法的責任をとったことになるのであろうか。たと
えば、法律に違反する行動をした企業には、罰金の支払、営業停止、等の処分が課せられる。
そしてそれを受け入れ履行するとき、その企業は法的責任をとったことになり、それによって
罪は法制度的には清算されたはずである。しかし、通常は、それ以外にも、対応を求められる。
それが道徳的責任であり、社長の辞任あるいは責任者の解雇はそのひとつの事例である。
問題は、これが、企業が組織として責任をとったことになるのか、それともあくまでも何か
を構想し意思決定し実行した構成員が(組織ではなく、個人として)責任をとったことになる
のか、にある。 Velasquez が問題にしたことはまさにこのことであり、 Velasquez にあっては、
企業には独自の意図も直接的な行動を可能とする肉体も欠いているために、企業はそのし、かな
る行為に対しでも道徳的に責任ある統一体ではない、という結論が導きだされている。そこに
は、個人としての責任が問われ、個人として責任をとる、とし、う観点が徹底して貫かれている。
しかし、巣たしてそうなのであろうか。本稿は、企業に道徳的責任を問うということと、企
業がそれを受け入れてそのことに対して「個人J が責任をとることは矛盾しない、という立場
に立つものである。というのは、たしかに最終的に(道徳的)責任をとるのは「個人J である
が、その「個人J は、自然人としての個人ではなく、会社自体の一部を構成する存在としての
個人であるからである。
個人は、組織のなかでは、組織人格として行動することを要求される。その意味で言えば、
個人の行動は、外部からみると、決して個人的な行動ではなく、組織そのものの行動(の一部)
としてみなされる行動である。組織の構成員は、組織人格として行動したことに対して、責任
をとるのであり、したがって、このことは、企業が、個人に責任をとらせたのではなく、組織
として、責任をとったことを意味している。
これは、 CID 構造(組織内意思決定構造)をどのように解釈し位置づけるか、という問題で
もある。
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本稿で提示している視点は「モラルエージェンシー論争」のなかでどのような位置を占めて
いるのであろうか。筆者の理解に拠れば、 D.T. Risser が、基本的には、同じような発想 (idea)
に立っている(と思われる) (69) 。
Risser は、「組織は道徳的責任を有することができるフォーマル組織J (70) であり、「その構
成員と同じように、引き起こされた被害(害悪)に対して責任を負うことができる J (71) と述べ、
自分のアプローチを「組織的な道徳的責任」論 (organizationalmoral responsibility) と名付
けている。そこには、企業行動の結果を個人のせいにするだけでは不適切であり、組織を道徳
的に責任ある主体として真剣にみなすべきである、との考え方がある。
と同時に、彼は個人の責任を決して否定しているのではない。
彼は、「我々は組織の構成員にも責任を負わせても差し支えないが、それとは別に、組織も集
団として責任を問われる、ということを否定する理由はないJ との D. Thompson (72) の見解を
援用し、つぎのように述べている。たしかに「組織は、ものごとをおこなう構成員がいなけれ
ば、何もおこなうことはできない。しかし…一個人の行動にも組織の行動にもそれぞれ固有の
原因と動機があるのであり、各々を平等に評価することができるのである J 側、と。
組織が責任を問われる場合に、何故に、個人が責任を問われるのか、そして問われるとすれ
ば、どの程度の責任が関われるのであろうか。 Risser は、この点に関して、 2 つの要因を指摘
している (74) 。
第 1 に、害悪(損害)を引き起こした組織行動(あるいは、何もしなかったこと)へのその
個人の関与の程度。この関与度は企業のある行動へとつながる意思決定に際してその個人が行
使した権限の大きさに依存しているが、組織内の権限は、主として、組織内部の意思決定構造
に占めるその個人の地位によって決定されるものである。
第 2 に、害悪(損害)を引き起こした組織行動についてその人がどの程度の知識を持ってい
たのか、というその知識量 (level)、あるいは、持つべきとされていた知識の量。一般的に言
えば、組織の構成員に期待される知識の量は、関与の程度と同じように、組織内意思決定構造
に占めるその個人の地位によって決定されるものであり、他の条件が閉じであれば、情報をよ
り多く知り得る立場にいるヒトがより大きな責任を問われることになる。
「組織的な道徳的責任J 論には、 Risser に拠れば、 P.French と T.Donaldson の二人の視
点が組み込まれ、それは、多くの点で、 French 及び Donaldson と問題意識を共有している。
ただし、彼はモラル・パーソンという考え方には与していないので、 Donaldson に近いと言え
るが、いずれにしても、組織内意思決定構造とそれが組織内で機能する様式を立論のベースに
据えていることにその特徴を見いだすことができる。企業は、モラル・パーソンではなく、道
徳的権利をもたない道徳的主体として責任を間われる存在であり、その構成員である個人も、
それぞれの参加の程度と立場上知り得る情報の量に応じて、責任を間われる一一これが、繰り
返すが、 Risser の見解である。
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このような主張に対しては、臨時er 自身も指摘している附ように、方法論的個人主義者か
ら、個人のみが道徳的に責任をとれるのであり、企業に一ー法的には法人として責任をとりえ
るとしても一一「身代わりにJ 責任を負わせることはできない、との批判が提示されることが
予想されるが、筆者は、 Risser 説は「妥当なj 見解である、と受け止めている。
Risser はつぎのように述べている。多くの企業では、 CID 構造は階層化され従業員の聞に権限がか
なり不均等に (unequal)分配され、それが機能することによって、個人の行動と動機が組織目的を追
求する組織行動に変換されているのであり、それが故に、さまざまな組織構成員の行動を組織行動とし
て読み替える (redescription) ことは論理的に妥当である、と (76) 。
というのは、上記のように、関与の程度とか情報量の多寡(何をどこまで知っていたのか)に
よって、構成員に責任を問うことは、構成員が組織人(組織人格)として行動したことに対し
て責任を問われることを意味しているからである。したがって、そのような要因を考慮して構
成員が「個人として」責任を追及され、たとえば、(トップ・マネジメントを含めて)特定の個
人が「解雇J されることがあるとすれば、それは「道徳的主体としての企業の組織としての責
任の取り方J (のひとつ)であろう。但し、特定の個人を「排除しJ I切り捨てる」だけでは不
十分である。
これらの論点は実は倫理学の分野で「集団責任 (collective or group responsibility) J 論として論じ
られたきたことと重なり合うものである。
集団に責任を問える、と積極的に論じた代表的な論者が J. Feinberg (77) である。 Feinberg に拠れば、
責任はそもそも個人が問われるものであり、通常、 3 条件のもとで発生する。 1 )あるヒトの行動(怠
慢)が因果的に実質的な一因となって有害な事象が発生する、 2) その因果的に一因となる行為に何ら
かの意味で過失がある、 3) その非難に値する側面と有害な結果の聞に直接の因果関係がある。彼はこ
れらの要件を「因果的に明白な原因がわかる過失J (contributory fault) と名付けている。本来的には、
「因果的に明白な原因がわかる過失J を欠いた責任はあり得ないのであり、この歴史的にも、この種の
責任を法的に問う方向で進んできたが、 19世紀末以降この「因果的に明白な原因がわかる過失」を欠く
責任問題が浮上してきた。その代表的な例が、厳格責任、身代わり責任、集団責任である。
そして Feinberg は集団責任を 4 タイプに分けている。
1 )無過失集団責任 (collective responsibility (liability without fault) ) 
これは、全体としての集団 (a whole group) がひとりあるいは数人の構成員の行動に対して道
徳的に責任を負うことであり、いわゆる「身代わり vicarious 責任」の一種である。これは集団
内に連帯意識が強い場合に見られる。
2) 因果関係的に原因を特定できない集団責任(liability with noncontributory fault) 
現実に他人に害を与えたり傷つけたのは少数の構成員の過失行為ではあるが、集団がその集団の
すべての構成員の道徳的な過失行為に対して責任を関われること。
このケースとして、飲酒運転のグループがあげられている。そのなかのひとりが事故を起こした
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場合、道徳的観点からは、他のヒトが事故を起こさなかったのはラッキーであり、すべてのヒトが
事故を起こす可能性があったと考えて、全員が罪を間われる。
3 )集団過失型責任(分割責任付き) (contributory group fault: collective and distributive) 
集団責任はすべての個々人の責任の総和である、との考え方。ここには「身代わり責任」という
考え方はなく、個々人がすべて当該事象に対して責任がある。
このケースとして、海で溺れているひとの助けを求める声を聞きながら、結局、誰も助けに行か
なかった事例が指摘されている。この場合、集団は統一性を欠き内的な連帯もフォーマルおよびイ
ンフォーマル構造も欠落している。
4) 集団過失型責任(分割責任なし) (contributory group fault: collective but not distributive) 
集団の過失に帰せられるが、個々の構成員のすべてに(あるいは、その誰にも)帰せられない、
損害が生じることがある。 Feinberg があげているケースは列車強盗の事例である。乗客がピスト
ルを突きつけられ財産を奪われる危機に陥ったとき、ひとりのヒーローが立ち向かえば殺されるか
もかもしれないが、一群の人々が列車強盗に飛びかかっていくならば、数人が撃たれたとしても、
強盗を取り押さえることができるだろう。
この場合、結果に対して、誰に責任があるのか。また、財産を奪われた場合には、ヒーローにな
らなかったことに対して責められるヒトはいないだろうが、ヒーローを出さなかったと言うことで
全員が責められるのか・・・。これは、集団全体に責任があるが、その責任を個々の構成員に割り
当てられない、という考え方である。
Risser に拠れば、多くの研究者の注目を集め議論の対象となったのは第 4 のタイプの集団責任である。
というのは、集団が、個々の構成員とは別に、道徳的に責任を関われ罰を関われるならば、その集団の
モラルステイタスに関わる問題が提起され、集団と自然人としての人間のモラルステイタスの異同が問
題になってくるからであるし、また、集団は道徳的責任を関われる主体であるのか、という根本的な問
題が提起されてくるからである (78) 。
そして、事実、本稿で検討してきたように、その後、企業は道徳的主体であるのか、道徳的主体であ
るとすれば、企業が道徳的主体として責任をとるということはどのようなことを意味しているのか、
等々が論じられてきたのであった。
但し、自分の自由意思では参加できない国家、民族そして家族という集団と自分で所属と離脱を選択
できる企業(集団)との聞には大きな違いがあり、従来の集団責任論がそのまま適用できるわけではな
いし側、また、企業レベルの集団責任のあり方(企業という組織のなかの個人の責任の取り方、組織と
しての責任の取り方)に関しては未だ共通の理解が成立しているとはいえない状況が続いている。しか
し他方で、企業に道徳的責任を問える、という認識が浸透してきていることを考えると、今後多くの事
例が蓄積されるにつれて、近い将来、企業としての責任の取り方に関して幾つかのモデルを提示するこ
とが可能になると恩われる (80) 。
モラルエージェンシー論争は単に企業に道徳的責任を問えるのかという問題提起を行っただ
けではなく、「組織人j としての構成員の責任を問うことによって道徳的主体としての企業に道
徳的責任を問うことが可能であることを示唆したのである。 このことは、既存の CID 構造を
組み替えることによってはじめて組織行動が変革される、 ということを意味している。そのこ
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とを企業が自覚して CID 構造を再編成しなければ、不祥事は再び生まれ、それは絶えること
なく続くであろう。
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